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Ⅰ．はじめに　
情報技術がめざましく発達するなか、現代の企業経営においては、さまざまな業務にコンピ
ュ－タが導入されつつあるが、会計においてもそれは例外ではない。ほとんどの企業は、会計業
務に何らかのかたちで情報システムを導入しており、もはや純粋な手作業のみによる会計処理を
行なう企業を探すのは困難な程である。そして、こうしたシステム化の一つがＥＲＰの導入であ
ろう。
ＥＲＰは、Enterprise Resource Planningの頭文字を取った言葉であり、購買、生産、物流、販売、
会計などの企業活動全般にわたる業務を統合した企業情報システムのパッケ－ジ・ソフトであ
る。ＥＲＰは米国における生産管理関係の研究団体であるＡＰＩＣＳ（American Production and
Inventory Control Society）による定義では、「ＥＲＰシステムとは、最新のＩＴ（Information
Technology）技術を活用した、受注から出荷までの一連のサプライチェ－ンと、管理会計、財務
会計、人事管理を含めた基幹業務を支援する統合情報システムである」とされる。
よりよいものをより安く導入できるという目的で開発されるはずのパッケ－ジソフトはこれま
で、日本ではあまり導入が進まなかった。その原因の一つは、企業業務をシステム化するときの
ソフトウェアに対する要求の多さにあった。しかし反面、自社開発したシステムは、多額の投資
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要　　旨
情報技術がめざましく発達するなか、現代の企業経営においては、さまざまな業務にコンピュ－タが
導入されつつあるが、会計においてもそれは例外ではない。ほとんどの企業は、会計業務になんらかの
かたちで情報システムを導入しており、もはや純粋な手作業のみによる会計処理を行なう企業を探すの
は困難な程である。そして、こうしたシステム化の一つがＥＲＰの導入であろう。
本稿では、こうしたＥＲＰパッケ－ジ、特にＳＡＰ社のＲ／３について紹介する。そして、会計情報
システムの類型について検討し、会計情報システムの将来的な方向性について展望すると共にＥＲＰパ
ッケ－ジを位置づける。さらに、そうした考察をもとに、会計情報システムとしてみたＥＲＰパッケ－
ジの有効性についても言及する。
キ－ワ－ド：ＥＲＰパッケ－ジ、ＳＡＰＲ／３、統合デ－タベ－ス、ベストプラクティス
欄外題名：「ＥＲＰパッケ－ジ」
ＥＲＰパッケ－ジの会計情報システムとしての側面
－会計情報としてみたＥＲＰの位置づけおよび有効性について－
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が行なわれているので、業務が変更されれば、その度ごとにシステムを手直して使うことになる。
そして、そのシステムは、幾度となく変更が加えられているので、システム自体が複雑なものと
なってしまい、保守作業もかなり手間がかかってしまうのが現状であった。
このような問題を克服すべく登場したのがＥＲＰである。ＥＲＰは製造、販売、経理部門をは
じめとするあらゆる企業の基幹業務システムを統合し、企業内の基本的な業務の情報システムを
統合することで、基幹業務の情報を一元的に管理しようとするものである。ＥＲＰを導入すれば
デ－タをすべて一元管理でき、発生したところで入力されたデ－タは、すべての場面でリアルタ
イムに反映されるよう設計されている。
しかし、果たして多くの企業はほんとうに自社の業務ニ－ズとＥＲＰをうまく適合させること
ができるのであろうか。こうしたシステムに飛びつくことがほんとうに有効なのか。ＥＲＰにま
つわる著書や論文は多数出版されているが、ＥＲＰの会計情報システムとしての側面に焦点を当
てたものや会計情報システムの構築といった面からＥＲＰを論じたものは少ない。そこで本稿は、
こうしたＥＲＰ、特にＳＡＰ社のＲ／３の会計情報システムとしての側面を検討し、コンピュ－
タを導入した会計情報システムの将来的な方向性を展望することによってＥＲＰの位置づけを
し、その有効性についても検討しようとするものである。
本稿の構成は第Ⅱ節において、ＥＲＰパッケ－ジはどのようなソフトウェアなのか、ＥＲＰパ
ッケ－ジそのものについて検討し、ＥＲＰのうち、特にＳＡＰ社のＲ／３の会計情報システムと
しての側面に焦点を当てて検討する。第Ⅲ節においては、コンピュ－タを導入した会計情報シス
テムの類型とそうした観点からのＥＲＰの位置づけを行なう。第Ⅳ節においては、こうした検討
を踏まえて、会計情報システムの将来的な方向性を展望すると共に会計情報システムとしてのＥ
ＲＰの有効性についても言及する。第Ⅴ節においては本稿をまとめたうえで今後の課題を提示す
る。
Ⅱ．ＥＲＰパッケ－ジの会計情報システムとしての側面　
～ＳＡＰＲ／３を中心として～
ＥＲＰパッケ－ジは、業務システムを効率的に構築して運用するための統合業務パッケ－ジ・
ソフトであるといわれる。ＥＲＰは、購買、製造、販売、人事といったその企業の基幹業務を処
理する情報システムと会計情報システムを一貫したシステムとして統合し、これをパッケ－ジの
かたちで売り出したソフトウェアである。当該システムは、統合デ－タベ－スなど新しい情報技
術を援用し、購買、製造、販売、人事、会計などの基幹業務を支援しようとするものである。そ
して、こうしたパッケ－ジは、従来は個別開発を行なっていた企業の情報システムに対して、全
面的な自社開発は避けるために登場したものである。
ＥＲＰは当初は、製造業中心に適用されてきたが、サ－ビス業などにも拡大し、一部のベン
ダ－では、金融業界向け、電力・ガス業界向け、流通業向けなどの産業別ソリュ－ションの開発
を行なっているところもある。次に、こうした １．ＥＲＰパッケ－ジの特徴、 ２．ＥＲＰパッ
ケ－ジのモジュ－ル、 ３．ＥＲＰパッケ－ジ、特にＳＡＰ社のＲ／３の会計情報システムとし
ての側面についてみてみる。
１．ＥＲＰパッケ－ジの特徴
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ＥＲＰの特徴としては、
全社レベルの基幹業務のサポ－ト
リアルタイムの統合システム
統合デ－タベ－ス
オ－プンなシステム
パラメ－タ－指定での開発
標準ビジネスプロセス、ベストプラクティスの活用促進
グロ－バルな対応
といったことが指摘される（たとえば、Bancroft et al．，１９９６;Rockefeller，１９９８;ＥＲＰ 研究会，
１９９７参照）。これらの特徴についてみてみる。
全社レベルの基幹業務のサポ－ト
ＥＲＰが従来のパッケ－ジと一番違う点は、企業の基幹業務全体をサポ－トし、各アプリ
ケ－ションやデ－タを統合的に機能させようとする点である。すなわち、全社レベルの基幹業
務である会計管理、ロジスティックス、人事管理などの業務を幅広く総合的にサポ－トし、複
数の業務分野のデ－タベ－スやシステム機能が統一的に設計され、デ－タの一貫性や重複作業
がないように設計されている。そして、伝票の再入力やデ－タの整合性のチェックなどの作業
の削減を実現しようとしている。
リアルタイムの統合システム
業務のトランザクションが発生するとＥＲＰ内の関連するデ－タは、リアルタイムに更新さ
れ、最新の状態を常に維持するよう設計されている。このようにしてＥＲＰでは、サブシステ
ム間での連携が密となりタイムラグがなくなって、ビジネスリ－ドタイムが短縮される。
このような統合業務システムにより、たとえば、販売の出荷デ－タは売掛金の自動仕訳デ－
タとして会計システムに転送され、得意先元帳や総勘定元帳もリアルタイムに更新される。そ
のため、単純な情報伝達の作業は不要となるとベンダ－は主張する。
統合デ－タベ－ス
ＥＲＰにおける業務プロセスは、「大福帳型デ－タベ－ス」とよばれる中央のデ－タベ－ス
を介して企業活動全般にわたって統合されている。大福帳ともよばれる統合デ－タベ－スの特
徴は、「デ－タを発生した状態のまま、生デ－タとして記録し、全社・全業務で共有する」こ
とである。こうした統合デ－タベ－スにより、「デ－タ中心のシステム設計」がなされ、二重
入力が避けられ、省力化効果が得られる。大福帳型デ－タベ－スにより、一つの情報入力は一
回のみ行なわれ、入力された情報は加工なしの生デ－タとして、どの業務からも参照できるよ
うにデ－タベ－スに保管される。
ＥＲＰの最大の特徴であるこのような統合デ－タベ－スは、会計管理にとっても非常に重要
な役割を果たしている。この統合化されたデ－タベ－スによって、各業務システムから入力さ
れるデ－タがそのまま会計管理システムの仕訳デ－タとして連動されるのである。
オ－プンなシステム
また、多くのＥＲＰシステムは、特定のハ－ドウェアメ－カ－に依存しないオ－プン仕様を
採用している。そして、複数のハ－ドウェアメ－カ－のコンピュ－タを組み合わせたマルチベ
ンダ－構成がとれるようになっている。
パラメ－タ－指定での開発
ＥＲＰパッケ－ジではまた、多くの業務機能を内蔵しており、それをパラメ－タ指定により
選択して利用することができるよう設計されている。ＥＲＰでは、組み込まれた業務機能を自
社向けに選択・設定できるようになっている。そして、こうした機能により、開発期間の短縮
と開発工数の削減を実現でき、保守作業もパラメ－タ－の変更によって行なうことができると
ベンダ－は主張する。しかし、このパラメ－タ－を設定するだけで企業のニ－ズに応えること
ができるわけではないであろうことは後にみる。
標準ビジネスプロセス、ベストプラクティスの活用促進
ＥＲＰは、ベストプラクティスを開発し、こうしたものについての標準的なモデルをもち、
ユ－ザ－は、これらを容易に選択できて、カスタマイズすることができるとベンダ－は主張す
る。ベストプラティスとは、世界の優れた企業が採用しているプロセスから共通化されたプロ
セスであり、世界に通用するグロ－バルなビジネス・プロセスの標準である。そして、カスタ
マイズとは、提供された機能をユ－ザ－独自のプロセスに変更してゆくことではなく、ベスト
プラクティスとして用意されているビジネスプロセスのなかから、自社の目的とする業務プロ
セスに合致するものを選択する作業のことである。
そして、ＥＲＰによって自社の業務をそのテンプレ－ト（業務の雛型）に当てはめてゆくと
自然に業務改革ができるという仕組みになっているとベンダ－は主張する。また、ＥＲＰパッ
ケ－ジを導入する場合、ＥＲＰパッケ－ジがもつビジネス・プロセス・モデルに自社の業務を
合わせ、自社固有の機能を開発しないで済ませることが最も好ましいとされる。それは、ＥＲ
Ｐパッケ－ジでは、欧米企業の優れたビジネス・プロセス・モデルが、ベスト・プラクティス
として内蔵されているからであるという。そして、こうしたビジネス・プロセス・モデルによ
り、企業はリエンジニアリング（以下ＢＰＲとする）に取り組むことができるとベンダ－は主張
する。しかし、こうしたことについて、ＥＲＰパッケ－ジは特定のビジネス・モデルのなかに
企業を拘束してしまうなど、様々な疑問も提示されていることは後にみる。
グロ－バル対応
多国籍企業は世界中にグロ－バルなビジネスを展開しているが、ＥＲＰパッケ－ジが備える
グロ－バル対応の機能としては、多言語への対応、現地の税制、多通貨への対応などがある。
国際的な企業については、海外拠点での導入の容易さも考慮されているといえる。
以上、ＥＲＰパッケ－ジの特徴についてみたが、次にＥＲＰのモジュ－ルについて述べるこ
とにより、ＥＲＰがどのようなソフトウェアなのか示すことにしたい。
２．ＥＲＰパッケ－ジのモジュ－ル
ＥＲＰパッケ－ジは、ベンダ－によっても異なるがおおむね次のようなモジュ－ルから構成さ
れる（ＡＳＡＰ World Consutancy，１９９６;BuckEmden and Galimow，１９９６;Rockfeller，１９９８;Bancroft et al．，
１９９６;タスクＩＴ親書編集部，２００１参照）。
１．財務／会計管理
２．生産管理
３．物流管理
４．在庫管理
５．購買管理
６．販売管理
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７．人事管理
本稿ではこれらを詳述する余裕はないが、ＥＲＰの多くにみられるサブモジュ－ルについても
列挙しておくことにより、ＥＲＰがどのようなソフトウェアであるかを示す。
１．財務／会計管理
・一般会計　・資産管理 ・買掛金管理／売掛金管理 ・資金管理 ・経費管理
・予信管理 ・連結会計　・為替管理 ・予算編成／管理 ・原価管理
２．生産管理
・製造デ－タ管理　・生産計画　・資財所要量計画 ・品質管理 ・設備管理　
・工程管理
３．物流管理
・物流所要量計画 ・輸送管理 ・倉庫管理　・ロジスティクス
４．在庫管理
・入出荷管理／棚卸管理
５．購買管理
・需要／計画　・受注管理　・見積管理 ・出荷管理　・顧客管理 ・店舗管理
・売上管理 ・契約管理
６．販売管理
ＥＲＰパッケ－ジの販売管理システムは、企業の営業活動、受注業務、出荷業務、請求
業務までをカバ－するモジュ－ルとして機能する。
７．人事管理
・組織管理　・勤怠管理　・雇用計画　・人事評価　・給与管理
以上、上記のようなモジュ－ルを列挙したが、実際には一つの機能が独立しているというより
は、ソリュ－ションとして複数のモジュ－ルが組み合わされ提供される。従来の基幹業務システ
ムの設計では生産、販売、購買、在庫、会計、人事などのシステムが別個に設計され、同じデ－
タが複数のシステムに重複して記録されていた。
しかし、ＥＲＰでは、これまでこのように分散していた業務がデ－タベ－スによって統合され
る。ＥＲＰの最大の特徴は、このような「統合性」にある。会計管理モジュ－ルを中心として、ロ
ジスティクスや人事管理の各モジュ－ルがシ－ムレスに連携している。各モジュ－ルで生成され
たデ－タは、統合デ－タベ－スにより関連モジュ－ルにシ－ムレスにかつリアルタイムに転送さ
れるのである。次にＥＲＰの会計管理モジュ－ルを特にＳＡＰ社のＲ／３を例にとってみてみる。
３．ＥＲＰパッケ－ジの会計情報システムとしての側面
～ＳＡＰＲ／３を中心として～
ＥＲＰは、企業における各種の基幹業務の処理とその最終統括機能を担っている会計業務の処
理を統合した基幹業務処理システムであることをみてきた。従来型の会計情報システムでは、現
業部門から連絡伝票を受けて会計取引であることを確認し、仕訳伝票を起票してインプットしな
ければならなかった。ところが、ＥＲＰでは、業務デ－タはそれが会計取引としての起票時点に
達すると、その業務デ－タがそのまま会計デ－タに変換されて自動的に会計ファイルに転記され
てゆくのである。
そのため、ＥＲＰシステムでは、会計デ－タを全社員が入力し、全社員が活用することになる。
当該システムでは、各部門で入力されたデ－タがそのまま会計システムの仕訳となり、担当者が
部門を問わずどこからでも直接仕訳をすることになる。そして、仕訳デ－タが統合デ－タベ－ス
となり、財務、生産、販売、物流、人事などの部門であまねく活用される。それゆえ、会計デ－
タは、リアルタイムで入力され、出力される。
ＥＲＰといってもその氏、育ちはさまざまであり、生産管理ソフトからＥＲＰに成長していっ
たものや、経理ソフトとして出発しＥＲＰに成長していったものもある。このように数あるＥＲ
Ｐパッケ－ジのなかで、本稿ではＳＡＰ社のＲ／３に焦点を当ててもう少し詳しくみてみる。
ＳＡＰ Ｒ／３は大きく３つの基幹業務アプリケ－ションから構成されている。それは、会計
管理、ロジスティクス、人事管理である。会計管理については、財務会計（FI）、資産管理（AM）､
財務／資金管理（TR）、資本投資管理（IM）、管理会計（CO）、経営管理（EC）という６モジュ－ルか
らなる。ロジスティクスは在庫／購買管理（MM）、生産計画／管理（PP）、販売管理（SD）、プラン
ト保全（PM）、品質管理（QM）、それにロジスティクス関連モジュ－ルの共通機能であるロジステ
ィクス一般（LO）の６モジュ－ルからなる。人事管理では人材管理（PA）、人事計画（PD）の２モジ
ュ－ルに別れる。これら３グル－プ、１４モジュ－ルのなかに、さらに細かくデ－タを管理、作成
できるツ－ルが入っている。次に、ＥＲＰ、特にＲ／３の会計管理モジュ－ルについてさらに細
かくみてみる（ＡＳＡＰ World Consultancy，１９９６;BuckEmden and Galimow，１９９６;Bancroft et al．，１９９６;
ＥＲＰ研究会，２００１参照）。
財務会計（FI）
財務会計は一般会計、買掛金管理、売掛金管理、連結会計、特別目的元帳、固定資産会計な
どのコンポ－ネント（サブモジュ－ル）から構成される。
①一般会計（GL）
一般会計は振替伝票入力により会計取引を総勘定元帳に記帳し、財務諸表を作成するもので
ある。ロジスティクスや人事などのモジュ－ルから発生した取引デ－タは、自動仕訳されて、
財務会計の一般会計に反映される。
②買掛金管理（FI－AP）
買掛金管理は、在庫／購買管理モジュ－ルでの購買入庫にともなって発生した買掛金などを
管理するものである。
③売掛金管理（FI－AR）
売掛金管理は、販売モジュ－ルでの請求書発行により発生した売掛金などの管理をするもの
である。
④連結会計（FI－LC）
企業グル－プにおける制度的な連結会計情報を提供するシステムである。
資産管理（AM）
資産管理は、固定資産などの取得、除却や移動などの記帳や減価償却計算を行なうものであ
る。そして、これらは一般会計に自動仕訳される。
財務資金管理（TR）
資金管理は、資金管理、資金予算管理、金融商品管理などのコンポ－ネントから構成される。
このうち、①資金管理（TR－CM）では、キャッシュフロ－を取り扱い日次ベ－スでの資金予測
に必要なデ－タを提供する。
資本投資管理（IM）
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資本投資プログラムは、各会計年度ごとの設備投資計画を作成し、予算を管理する。
管理会計（CO）
管理会計は、外部報告である財務会計と完全に統合されて、間接費管理、製品原価管理、収
益性分析などのコンポ－ネントから構成されている。
①間接費管理（CO－OM）
間接費管理は原価センタ－や指図書ごとの各種コストを集計し、計画と実績の差を分析する。
②製品原価管理（CO－PC）
製品原価管理は標準原価計算を前提として製品原価計算を行なう。
経営管理
Ｒ／３には、利益責任会計のための利益センタ－会計、意思決定支援のための経営情報シス
テムがある。
①利益センタ－会計
利益責任単位のマネジメントや会計情報を提供するシステムである。
②経営情報システム
トップマネジメントに提供する経営情報をビジュアルに作成するシステムである。財務会計
の会計情報システム、販売、購買／在庫、生産からのロジスティクス情報システム、そして人
事情報システムおよび外部システムや社外からの各種デ－タが当該システムに取り込まれ分析
される。
最終的な利益計算に必要となるデ－タはあらゆる業務領域から発生するため、会計管理モジ
ュ－ルは各種の基幹業務から必要なデ－タを受け入れて計算を行なう必要がある。ＥＲＰパッ
ケ－ジでは、財務、生産、販売、物流、人事などの情報が統合され、財務管理と生産管理、販売
管理、物流管理および人事管理が統合されている。
このようにＲ／３は、購買、生産、物流、販売、在庫、会計および人事といった企業の基幹的
な業務を業種を問わず幅広くカバ－する統合業務パッケ－ジであることがわかる。Ｒ／３は、会
計を中心にロジスティクスや人事管理を「統合」し、購買、生産や販売といった業務プロセスで
発生した取引が、在庫、品質管理および会計管理などの関連業務プロセスにシ－ムレスに連携さ
れるよう設計されているのである。
また、上記のようにＲ／３の会計管理モジュ－ルは、通常要求される制度会計としての要件を
満たすとともに、マネジメントの意思決定を支援する管理会計情報の提供機能ももっていること
がわかる。Ｒ／３などのＥＲＰシステムは、特に管理会計の分野で従来の管理会計システムでは
考えられなかったインパクトを与える面があろう。すなわち、リアルタイムの集計が行なわれる
ため、常に最新の会計情報が得られること。統合的なデ－タベ－スがあるため、計画デ－タが飛
躍的に向上することなどが考えられる（今井，１９９９，p．５５）。
以上、近年注目をあびているパッケ－ジソフトの一つとしてのＥＲＰの特徴、そのモジュ－ル
について検討し、特にＳＡＰ Ｒ／３を中心としてＥＲＰの会計情報システムとし ての側面につ
いてみた。それではこうしたＥＲＰは、今後のコンピュ－タを導入した会計情報システムの発展
の方向性ということを考える際にどのような意味をもつのか、会計情報システムという側面に焦
点を当ててみるならばＥＲＰはどのような会計情報システムとして位置づけられるのか、会計情
報システムとしてみたＥＲＰは多くの企業にとって果たして有効なものといえるのか次節以降に
おいて検討する。
Ⅲ．会計情報システムの類型とＥＲＰパッケ－ジの位置づけ　
コンピュ－タを導入した会計情報システムはこれまでどのように発達してきたのか。コンピ
ュ－タを導入した会計情報システムの類型については、これまで、３つの類型として発達するも
のと予測されることが多かった（今井，１９９１をはじめ、たとえば、河路，１９９２；田宮・榊，１９９８；
上総・上古，２０００など）。その類型とは、従来の会計業務を単に効率化しようとする １．「独立し
た会計専用システムの設計」、次いで他の情報システムとの連携を図り、他の業務システムでイ
ンプットされたデ－タをコンピュ－タのなかで会計システムに振り替えて使用する ２．「他の業
務システムとの融合の設計」、さらに、統合デ－タベ－スによって、企業内のあらゆる経営デ－
タを統合する ３．「統合デ－タベ－ス によるシステムの設計」である。そして、実際にこうした
類型の会計情報システムが企業実務のなかで自社開発ソフトとして開発されたり、あるいはベン
ダ－によってパッケ－ジソフトとして開発されてきた。次にこうした会計情報システムの類型に
ついて検討する。そして、こうした３つの類型からＥＲＰの会計情報システムとしての側面を位
置づける。
１．会計情報システムの第１類型－独立した会計専用システムの設計－
会計プロセスにコンピュ－タを導入する際に、まず考えられたことは、既存の手記、手計算に
よる簿記のプロセスを自動化することであり、特に帳簿の記帳、計算プロセスを自動化すること
であった。
この設計は、「自己完結型の会計情報システム」の設計である。全ての会計取引が仕訳のかた
ちでシステムに入力され、仕訳帳、総勘定元帳、各種の補助簿、試算表、損益計算書、貸借対照
表といった帳簿が出力されるものである。こうした設計は、他の業務システムとのデ－タの受け
渡しを行なわないいわば「閉じたシステム」である。
こうしたシステムでは、会計情報システムと各情報システムの間には、なんら関連がなく、会
計情報システムは会計専用の入力を受け、会計の集約のプロセスを経てシステム内部で処理され
る（図１）。
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図１：独立した会計専用システム
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実際にこうした会計情報システムとしては、「弥生会計」、「ＰＣＡ会計」、「会計王」、「セン
タ－財務顧問」などとして製造販売され、それを利用している企業もある。
こうしたシステムにより既存の手続をコンピュ－タ化することによっても、多量な会計デ－タ
を高速にしかも正確に処理することが可能となり、経理部門の効率化、省力化に貢献することが
でき、転記や作表などの機械的に作業する部分を自動化することにより人間の作業負担が軽減さ
れる。
ただ、企業が使用するアプリケ－ション・システムが少数であるうちは問題が表面化しないが、
アプリケ－ション・システムの蓄積が進むと、一つの取引に関わるデ－タを複数のアプリケ－シ
ョンに入力しなければならなくなり、作業の重複による不効率が生じる（田宮・榊，１９９８，p．２１）
こともたしかである。
２．会計情報システムの第２類型－業務連結型システム－
営業、製造、購買といった業務のコンピュ－タ化がまず進み、その後に会計のコンピュ－タ化
が進んだ企業も現実には多々見られた。こうした企業では、それぞれの業務でインプットされた
デ－タをコンピュ－タ・システムのなかで自動的に会計システムに振り替えて使用することを行
なったものがある。それがこの類型である。
この類型は、「業務連結型システム」（今井，１９９９，p．４９）ということができる。会計情報システ
ム以外の業務システムに既に入力されており、それぞれのシステムに保管されているデ－タのう
ちには、会計情報システムにおいても会計取引デ－タとして取り込むべきものが多く、このデ－
タを改めて入力することは不効率であったからである。そこで、会計取引デ－タとしても使用す
べき取引を含む業務システムのデ－タを選択し、会計情報システムに送付するいわゆる「自動仕
訳機能」をもたせるシステムが考案されたのであった（図２）。
こうしたシステムでは、デ－タの入力者は内部の部分システムを意識することなくデ－タを入
力し、システムの内部のフィルタによって各部分システムのデ－タが作成される。こうしたシス
テムは、各情報システムが入力を共有し、関連する他の情報システムとデ－タを授受することに
よって、経営情報システムに会計情報システムが統合されたものであった。
図２：他の業務システムと融合した会計情報システム
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ただ、第２類型のシステムは、長年かけて自社開発することにより、少しずつ継ぎ足しや改良
を加えて構築されてきた。そのためシステム自体が建て増し建て増しで、大きく膨れ上ると共に
極めて複雑な構造になっていることが多かった。また、第２類型のシステムは、外部とのデ－タ
の交換に重複が生じたり、会計情報システムとしての一貫性が保障されなくなる危険性もあった。
そして、各業務システムのコンピュ－タ化の領域が拡大されると、それによって生じるシステム
相互間の調整と統合が問題となった。
３．会計情報システムの第３類型－業務統合型システム－
上記の課題は、結局、アプリケ－ション・プログラムから独立したデ－タベ－スの構築という
かたちで解決することも考えられた。この設計は、全業務統合型の会計情報システムの設計であ
る。この設計では、当該企業で発生するいかなる取引についても、個々のアプリケ－ション・シ
ステムからは独立したデ－タベ－スに入力し、どのアプリケ－ション・システムからも等しく利
用できるように情報システム全体を設計するものである。
この類型は、「業務統合型システム」（今井，１９９９，p．４９）であるということができる。こうした
システムでは、企業内のあらゆる経営デ－タが統合され、一つのデ－タベ－ス内に格納され、社
内のだれもがこのデ－タを自由に利用できるようになる。こうしたシステムでは会計取引は、先
ずデ－タベ－スに未集約のまま記録され、各部分システムはそれぞれ必要な原始デ－タをデ－タ
ベ－スから引き出して集約を行なう。会計情報システムも、デ－タベ－スから必要なデ－タを引
き出し集約する。
こうしたシステムでは、デ－タベ－スの利用によって入力と記録がシステム間で共有されると
同時に、各部分システムはデ－タベ－スからは分離される。こうした統合デ－タベ－ス指向の会
計情報システムでは、デ－タの完全性、一貫性、効率性を確保することができ、デ－タベ－スを
通じて他の情報システムとの統合が可能になる（図３）。
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図３：統合データベースによる会計情報システム
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こうしたシステムでは、デ－タの重複入力を排除でき、デ－タの独立性が保障される。そのた
め、デ－タ形式の変更はプログラムとは関係なく容易であり、プログラムの変更もデ－タとは関
係なく可能である（上総・上古，２０００，p．１３７）。しかし、システムが大規模で複雑となり、膨大な
コストがかかるという難点がある。
以上、会計情報システムの３つの類型についてみた。ＥＲＰは既にみたように「大福帳」とよ
ばれる統合デ－タベ－スをもったもので、以上の３つの類型のうち、この第３の類型に分類され
る（今井，１９９９，p．５０）ことは明らかであろう。
企業の情報システムは、これまで部門機能別のシステム化に走っていたため、業務処理の一貫
性と統合化が難しかった。しかし、ＥＲＰはこうした課題に解決策を見いだすべく、全社、全部
門の一元的な情報管理を志向するものである。そして、基幹業務相互の連結を強化し、会計情報
システムと統合しようとするものである。次節において、３つの類型の会計情報システムの将来
的な方向性について展望すると共に、会計情報システムとしてのＥＲＰの有効性についても検討
する。
Ⅳ．会計情報システムの将来的方向性と会計情報システムとしてみたＥＲＰパッケ－
ジの有効性　
ＥＲＰは、単なる会計情報システムではない。たとえば、第１類型の会計情報システムは純然
たる会計情報システムそのものであるし、第２類型の会計情報システムも他の業務システムと連
携した会計情報システムであるが、ＥＲＰのようなシステムでは、会計情報システムは、もはや
経営情報システムの一つの部品でしかなくなっている。会計情報システムの将来的な発展の方向
性としてはこのような方向性もあるということである。本節では、ＥＲＰが該当する第３類型の
会計情報システム以外の会計情報システムも含めて、その有効性や展望について検討したうえで、
会計情報システムとしてみたＥＲＰの有効性についても言及する。
１．会計情報システムの将来的な方向性
第１類型の「独立した会計専用システム」の有効性については、比較的規模が小さな企業では、
取引件数が少なく、内容も比較的単純であるため、このようなシステムでも十分に業務に対応で
きる（田宮・榊，１９９８，p．２１）と考えられる。また、会計事務所などが顧客の会計業務代行サ－ビ
スを行なう目的では、独立した会計専用システムとして業務を行なうことになるであろう。この
ように会計情報システムに対するニ－ズによっては、「独立した会計専用システム」であるほう
がむしろ好ましいケ－スもあり得る。ＥＲＰのようなシステムは必ずしも必要であるわけではな
いことは言うまでもない。会計情報システムの発展の方向性としてこうした方向性は将来的にも
残るであろう。
第２類型の「業務連結型システム」については、各情報システムが入力を共有し、関連する他
の情報システムとデ－タを授受することによって効率性を追求するものであることをみた。しか
し、既存のアプリケ－ション・システム群に一定の開発方針がない企業では、自動仕訳機能を付
加して見掛け上統合したシステムを開発しても、アプリケ－ション・システムが増加するにつれ
て、そうした無秩序な開発管理のため収拾がつかなくなることがあった。
従来からのアプリケ－ション・システムに自動仕訳機能を付け加えるだけでアプリケ－ショ
ン・システムの統合化を図ろうとしても、ベ－スとなるアプリケ－ション・システムの構造が旧
態依然として、無秩序である場合、統合したシステムの開発に支障を来す事になることがあった。
こうした統一性のないアプリケ－ション・システムに自動仕訳機能をもたせることが原因とな
って発生する問題点は、
①自動仕訳デ－タ作成機能の標準化を図ることが困難なこと
②アプリケ－ション・システム間の関係が複雑になること
（田宮・榊，１９９８，p．２２）であった。
そして、現実には、合計仕訳に相当するデ－タが人の手を介さずにシステム間で自動的に受け
渡されるケ－スは少なかった。たとえば、一件の納品伝票から販売システムの在庫の更新処理を
行い、一方、振替伝票を記票して、財務会計システムにインプットするというようなことが依然
として人の手を介して行なわれてきたように。こうしたことから、企業ではバラバラになった情
報システムである販売管理、購買管理、在庫管理、財務会計などのシステムを統合化するニ－ズ
が高まったことはたしかである。
こうした点を解決しようとしたものが、ＥＲＰであるといえる。大企業は膨大な量の情報を収
集し貯えているが、その情報を一ヵ所に保管しているわけではなかった。しかし、これを実現し
ようとしたものがＥＲＰである。ＥＲＰは大規模な企業の内部でばらばらの分裂状態にある情報
を整理しようとするものである。
しかし、パッケ－ジソフトを導入する企業はまだまだ主流であるとはいえない。上記のような
難点があるとはいえ、会計情報システムが第２類型の方向で発展してゆく方向性もある。こうし
た方向性では、自社開発で会計情報システムを開発することが中心となろうが、現状業務に適合
するという点ではやはり優れている。ただ、難点はシステムを開発する投資額がかさむこと、将
来的に組織変更や業務変更が生じた場合、自社開発のシステムでは対応するのが大変であること
であろう。そうしたことに対しては、自社開発のシステムに特化型の個別パッケ－ジを組み合わ
せたりＥＲＰを組み合わせる方法もあろう。
第３類型の「業務統合型システム」については、ＥＲＰは既にみたように「大福帳」とよばれ
る統合デ－タベ－スをもったこの類型に分類されるものであることをみた。第３類型のシステム
については、ＥＲＰを導入する企業はともかく、現実には取引入力システムをすべての業務に一
元化する企業はごく一部に限られている。その理由としては次のことがあげられる（田宮・榊，
１９９８，p．２５）。
①取引入力システムが大規模かつ複雑になること
②一度にすべてのアプリケ－ション・システムの入力を一元化する開発コストがかさむことで
ある。
ＥＲＰにもこうした側面は当然当てはまる。ＥＲＰは極めて複雑なシステムであるし、開発コ
ストもかさむ。導入を止めたほうが、導入した競合他社よりも少なくともコスト面においては優
位にたてるし、統合された情報システムをもたないとしても必ずしも他社よりも不利になるとい
うわけではないであろう。
他社に対して競争優位をもっており、自社開発のソフトへの投資額の大きい従来型のシステム
が充実した企業の場合、現実的には、ＥＲＰの全面導入は難しいであろう。そして、業務内容が
ＥＲＰの機能に適合せず、ＥＲＰにむりやり業務を合わせるということになると、かなり窮屈な
ものとなりかねないであろう。現在の業務手順に明確な、もしくは不可抗力的な理由がある場合、
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それを無視して業務手順の変更をすることは得策ではないであろう。現場の抵抗を引き起こして
生産性が低下することにすらなりかねないからである。
以上の考察から、現実的に企業がとり得る策としては、自社開発のシステムとＥＲＰパッケ－
ジを組み合わせる方法、自社開発のシステムと特化型の個別パッケ－ジとを組み合わせる方法、
あるいは個別パッケ－ジ同士の組み合わせ、さらにはＥＲＰパッケ－ジと個別パッケ－ジの組み
合わせといった策であり（田畑，１９９９;勝本，２００１）、ＥＲＰの全面導入によるシステム化や完全な
自社開発のシステム化は難しいと考えたほうがよいであろう。
こうしたことは、たとえば、Ｒ／３では満たせないニ－ズをアドオン（Ｒ／３専用の開発言語
でユ－ザ－固有の機能を追加開発すること）して全体最適であるかどうかを検証したミノルタの
事例（岩山，１９９８）や、Ｒ／３のパラメ－タを修正するだけでは到底不可能で、Ｒ／３ の専用開発
言語で固有の機能を追加開発しなければならなかった日本デルモンテの事例（谷島，１９９９）などに
もあらわれている。このうち日本デルモンテの事例についてふれておく。
日本デルモンテは、９５年１２月にＲ／３の全面導入を決め、９７年１月から稼働させる計画を立
てていたが、９６年１月に導入プロジェクトを開始してみると、当社の全業務にＲ／３を適用する
には、かなりのアドオンが必要になることが判明した。
そして、９６年１２月、日本デルモンテはＲ／３導入プロジェクトをいったん中断することを決
めた。そしてシステム担当者たちは、これまでＩＢＭのＡＳ／４００上で手作りしてきた既存の基
幹系システムを手直しして、Ｒ／３で実現するのに時間がかかる機能については、ＡＳ／４００上
の既存システムを継続利用することにした。
そもそも日本デルモンテがＲ／３を導入しようとしたのは、ＡＳ／４００上の基幹系システムは
長年にわたって手作りしてきたため、システムの保守性や拡張性に難があるし、業務ごとにシス
テムの構造が縦割りで、今後、さまざまな情報活用を進めてゆくには統合デ－タベ－スが必要で
あると感じていたためであった。また、このＲ／３導入プロジェクトは業務改革を狙ったもので
はなかったので、既存の業務プロセスはそう大きく変えない方針で進められていた。しかし、日
本デルモンテの業務に必要な機能とＲ／３のモジュ－ル群が提供する機能にはかなりの差がある
ことが明らかになったのであった。
結局、Ｒ／３プロジェクトを再開したのは９７年６月であった。同年１２月にはＲ／３と既存シ
ステムを組み合わせた新しいシステムを稼働させ、こうして日本デルモンテは３年がかりで新シ
ステムを完成した。既存システムがかなり外付けになっているが、コア部分はＲ／３なので、
「当社の経営デ－タをリアルタイムで把握する基盤はできた」（三津課長）という。
この事例は、企業が統合デ－タベ－スによる組織横断的なデ－タ管理のニ－ズはもっていると
しても、ＥＲＰの全面導入によるシステム化は難しい面もあるということの一例である。
２．会計情報システムとしてみたＥＲＰの有効性
長年、互換性のない情報システムに苦労してきた企業にとって、ＥＲＰはたしかに魅力的にみ
えるかもしれないし、競合他社が採用してゆくために歩調を合わせようとする企業もあるかもし
れない。一貫性のない情報システムの統合化の問題点を解決するＥＲＰは、多くの企業にとって
たしかに魅力的である。しかし、はたしてＥＲＰは、企業の期待に応えているのであろうか。Ｅ
ＲＰ導入プロジェクトが失敗したあるいは手に負えなくなった企業もある。
これまでは、企業が情報システムを開発するときは、まずどのように業務を改善したいかを決
め、それからソフトを選択したり、またそのニ－ズに合うようにそのソフトを改善した。しかし、
ＥＲＰでは、まったく逆で、業務のほうがシステムに合うように修正されてしまう。しかし、企
業は本来、自社のビジネスを改革するためにパッケ－ジを導入するのであって、パッケ－ジに合
わせるためにビジネスを改革することが本当に賢明なのであろうか。
つまるところＥＲＰは、最大公約数的なシステムに過ぎない。ベンダ－はベストプラクティス
を内包させたシステムであるとしているが、何が最良であるのかを決めるのは企業ではなくベン
ダ－であることになる。そして、ＥＲＰを採用した企業のほとんどは、システムのためにビジネ
スプロセスを変更したり組み立て直す必要に迫られる。ＥＲＰにしたがって業務改革をするとか
なりのビジネスモデルが破壊される。ＥＲＰパッケ－ジは、企業の業務のほとんどすべてをカ
バ－しているので、これを導入することで統合化は実現できそうに思えた。しかし、これは幻想
であろう。
繰り返しになるが、ＥＲＰについての結論は、現実にはＥＲＰの全面導入は難しいということ
である。当該パッケ－ジをカスタマイズするあるいは、当該ソフトが対応できない領域に最適な
ソフトを組み合わせて使う方法（田畑，１９９９;勝本，２００１）しかないであろう。当該パッケ－ジと２、
３の特化型のパッケ－ジを組み合わせるないし、自社開発のシステムと組み合わせて用いる、す
なわち、ＥＲＰの部分活用しかないであろう。
ただ、こうした用い方をしたとしても、第２類型のシステムの複雑さの回復を狙ったはずのＥ
ＲＰに、複雑な外付けシステムや複数のパッケ－ジを組み合わせることで同様な混乱をきたすこ
とになるし、おまけにパッケ－ジソフトの中身はブラックボックスとなっているというディメリ
ットは残るであろう。それは、ＥＲＰを用いる利便性とは裏腹に、自社開発ソフトと異なり、
ユ－ザ－企業には、ＥＲＰソフトの内味が周知されていないからである。
今後は、ＥＲＰパッケ－ジは、導入後の運用でどこまで柔軟性を発揮できるかが焦点となるで
あろう。ＥＲＰは他のパッケ－ジまたは自社開発のシステムと組み合わせるにせよ、組織構造や
ビジネスプロセスの変化に応じた対応をすることができてはじめてＢＰＲのツ－ルになり得るの
ではないだろうか。それができなければ、ＢＰＲのツ－ルになるどころか、ＢＰＲの足枷にすら
なりかねないと考えられる。そもそも普遍的に通用するベストプラクティスなどといったものは
考えられないからである。
ＥＲＰを導入することによる組織パラダイムの変容も一様には考えられない。ＥＲＰによって、
業務デ－タや財務デ－タにだれでもリアルタイムにアクセスできるようになるため、均一で柔軟
性のあるより民主的な組織づくりが可能になるといわれる一方、情報の管理やプロセスの標準化
を管理する中央集権的な構造を産み出すことになるとも考えられる。ＥＲＰを導入することによ
る組織パラダイムの変容も、決して一様ではないであろう。
いずれにしても、ＥＲＰの導入を技術的な問題にのみ還元して考えることだけはできない。Ｅ
ＲＰシステムを万能薬と考えるのは早計であり、こうしたシステムを有効に運用するには、まず
は、このようなシステムと組織・人との相互作用の究明も必要となろう。
Ⅴおわりに　
１．おわりに
以上、現時点での会計情報システムの発展状況を展望するために、日本の企業のいくつかが導
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入しているＥＲＰソフトについて検討した後、会計情報システムの発展類型について検討し、会
計情報システムの将来的な方向性について展望すると共に、会計情報システムとしてみたＥＲＰ
パッケ－ジの有効性についても検討した。
ＥＲＰシステムは、会計情報システムの３つの類型のうち第３類型の業務統合型システムを実
現しているソフトウェアである。会計情報システムの将来的方向性として、会計のコンピュ－タ
化は、他の業務システムとは関わりをもたずに閉じたシステムである第１類型の「独立した会計
専用システム」として発展してゆく方向性があり、また、何らかのかたちで、第２類型、すなわ
ち、他の業務システムと連結した「業務連結型のシステム」として発展してゆく方向性もある。
また、あるいは第３類型、すなわち、統合デ－タベ－スを用いた「業務統合型」のＥＲＰのよう
なシステムとして発展してゆく方向性も考えられる。ＥＲＰはこうした３つの方向性のうちの一
つの類型を実現したものとして興味深いが、これが唯一絶対の方向性であるものではないことは
言うまでもない。
本稿の結論は、こうした３つの類型は、いずれかが、他のものよりも有効であるというよりも、
それぞれの類型が各自の有効性をもっているということである（拙稿，２００１ｂ）。そして、ＥＲＰ
もそのなかの一類型に位置づけられ、その限りにおいては、ＥＲＰの有効性も限定的であるとい
うことである。
しかし、会計情報システムと他の業務システムが融合してきている昨今では、会計情報システ
ムと他の業務システムとの統合、すなわち、第３類型の業務統合型の会計情報システムの問題を
検討することは緊要なことであることはたしかであろう。本稿では、そうした試みの一つとして、
ＥＲＰシステムについて考察した。ただ、会計情報システムは一つの姿としてとらえることは不
可能であるとした理由から、会計情報システムの姿を３つの類型として分類し、そうした分類を
前提としたうえでＥＲＰの位置づけおよび有効性ついても言及した。
２．今後の課題
本稿のレベルを超えることであるが、筆者の他の研究テ－マ－管理会計研究に社会学をはじめ
とする社会科学のアプロ－チを援用しようとする研究－にまつわらせて、今後の展望としてふれ
ておきたい。本稿ではＥＲＰについて技術的な次元でのみ論じたが、ＥＲＰの有効性は、単なる
技術的な問題にのみ還元することはできないであろう。こうしたパッケ－ジソフトにいくら改良
を重ねたところで、客観的・普遍的に妥当するシステムは開発できないであろうし、絶対的に有
効なシステムなども開発できないであろう。こうしたシステムとそれを用いる組織や人といった
ものとの相互作用の側面が社会的な問題として永久に残るからである。
今後は、ＥＲＰシステムについても、ＥＲＰの技術的な側面のみではなく、そうしたシステム
と組織・人との整合性をもはかってゆく必要があろう。当該システムと組織・人との整合性をは
かることは、「ベストプラクティス」の一語ですべてが解決するような短絡的なものではないこ
とは確かであろう。こうしたことは、社会学的なアプロ－チでの究明が必要となることであろう
が、こうした研究の方法論については、管理会計研究へ社会学をはじめとする社会科学の方法論
を援用する方法を紹介した拙稿（２０００a;２０００b;２０００c;２０００d;２００１）のアプロ－チが有効になるか
もしれない。ただ、こうした研究については、本稿のレベルを超えるため、稿を改めて行ないた
い。
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“The ＥＲＰ Packages as Accounting Information Systems
－The Types of Accounting Information Systems and the Positioning and Utility
of ＥＲＰ Packages －”
Masakazu Uehigasi
Abstract
In modern corporate management，more and more information technology is implemented in the operations of various
corporate activities in the midst of its rapid development．That is not the exception in the area of accounting operations．
Most companies implement some forms of information systems in accounting operations and it is somehow difficult to
find out the companies which operate accounting in purely manual manners．
In this article，ＥＲＰ packages，especially ＳＡＰ Ｒ／３ are introduced．After that from the viewpoint of the
types of accounting information systems, adaptability and directions of accounting information systems are examined and
the positioning of ＥＲＰpackages is refferred．And，through such an examinations，the utility of ＥＲＰpackages as
accounting information systems is refferred，too．
Key Word：ＥＲＰ package，ＳＡＰＲ／３， integrated database，best practice
